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新株予約権等の状況

① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

（2019年12月31日現在）
　

第 ６ 回 新 株 予 約 権 第 ７ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2013年４月22日 2014年２月20日

新 株 予 約 権 の 数 75個 14個

新 株 予 約 権 の 目 的 と
な る 株 式 の 種 類 及 び 数

普通株式 150,000株
（新株予約権１個につき 2,000株）

普通株式 28,000株
（新株予約権１個につき 2,000株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり 944,000円
新株予約権と引換えに払い込みは要し
ない

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 2,000円
（１株当たり １円）

新株予約権１個当たり 854,000円
（１株当たり 427円）

権 利 行 使 期 間
2013年５月７日から
2043年５月６日まで

（税制適格ストック・オプション）
2016年２月20日から
2020年３月２日まで

（税制非適格ストック・オプション）
2014年３月３日から
2020年３月２日まで

主 な 行 使 条 件 注１、２、３ 注１、４

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（監査等委員及び
社外取締役を除く）

新株予約権の数 75個
目的となる株式数 150,000株
保有者数 １人

新株予約権の数 ―個
目的となる株式数 ―株
保有者数 ―人

取 締 役
（監 査 等 委 員）

新株予約権の数 ―個
目的となる株式数 ―株
保有者数 ―人

新株予約権の数 　14個
目的となる株式数 28,000株
保有者数 １人

　

（注）１．新株予約権の一部行使はできません。

２．権利行使期間に定める期間内において、取締役を退任した日の翌日から10日を経過する日までの間に限り

（ただし、米国に居住する新株予約権者については、退任した日の属する暦年中に限る）、新株予約権を行

使することができるものとします。

３．取締役を解任された場合は、付与個数の全てが行使できなくなります。

４．原則として、新株予約権者が割当日以降行使の日まで継続して当社又はその子会社の取締役又は従業員と

しての地位を有していない場合は新株予約権を行使できません。
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第 10 回 新 株 予 約 権 第13－２回新株予約権

発 行 決 議 日 2015年７月17日 2017年10月31日

新 株 予 約 権 の 数 50個 20個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 及 び 数

普通株式 100,000株
（新株予約権１個につき 2,000株）

普通株式 40,000株
（新株予約権１個につき 2,000株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり 1,558,000円
新株予約権と引換えに払い込みは要し
ない

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 2,000円
（１株当たり １円）

新株予約権１個当たり 3,280,000円
（１株当たり 1,640円）

権 利 行 使 期 間
2015年８月３日から
2045年８月２日まで

（税制適格ストック・オプション）
2019年10月31日から
2023年11月８日まで

（税制非適格ストック・オプション）
2017年11月９日から
2023年11月８日まで

主 な 行 使 条 件 注１、２、３ 注１、４

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（監査等委員及び
社外取締役を除く）

新株予約権の数 50個
目的となる株式数 100,000株
保有者数 １人

新株予約権の数 20個
目的となる株式数 40,000株
保有者数 １人

取 締 役
（監 査 等 委 員）

新株予約権の数 ―個
目的となる株式数 ―株
保有者数 ―人

新株予約権の数 ―個
目的となる株式数 ―株
保有者数 ―人

　

（注）１．新株予約権の一部行使はできません。

２．権利行使期間に定める期間内において、取締役を退任した日の翌日から10日を経過する日までの間に限り

（ただし、米国に居住する新株予約権者については、退任した日の属する暦年中に限る）、新株予約権を行

使することができるものとします。

３．取締役を解任された場合は、付与個数の全てが行使できなくなります。

４．原則として、新株予約権者が割当日以降行使の日まで継続して当社又はその子会社の取締役又は従業員と

しての地位を有していない場合は新株予約権を行使できません。
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第 14 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2018年３月27日

新 株 予 約 権 の 数 626個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 及 び 数

普通株式 1,252,000株
（新株予約権１個につき 2,000株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額
新株予約権と引換えに払い込みは要し
ない

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり １円
（１株当たり 0.0005円）

権 利 行 使 期 間
2018年３月27日から
2022年３月15日まで

主 な 行 使 条 件 注１、２

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（監査等委員及び
社外取締役を除く）

新株予約権の数 626個
目的となる株式数 1,252,000株
保有者数 ２人

取 締 役
（監 査 等 委 員）

新株予約権の数 ―個
目的となる株式数 ―株
保有者数 ―人

　

（注）１．新株予約権の一部行使はできません。

２．原則として、新株予約権者が割当日以降行使の日まで継続して当社又はその子会社の取締役又は従業員若

しくは名誉会長、顧問等の委任関係にある者としての地位を有していない場合は新株予約権を行使できま

せん。

② 当事業年度中に職務執行の対価として従業員等に対し交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。

③ その他新株予約権等に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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取締役の職務の遂行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確

保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

　

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正

を確保するための体制についての決定内容の概要、並びに当事業年度における当該体制・運用状況の

概要は、以下のとおりであります。

① 取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(イ) 取締役会

　取締役会を３ヶ月に１回以上開催し、取締役の職務執行の監督機能の実効性を高めるものと

する。

(ロ) 監査等委員会

　監査等委員会は、内部監査室、法務部、経理財務部等と連携して内部統制に係る体制の整備

と運用の効率化を図ることにより、取締役の職務執行の監査機能の実効性を高めるものとす

る。また、社外のプロフェッショナルを監査等委員として選任することにより、監査機能の専

門性を高めるものとする。

(ハ) 内部監査室

　内部監査室にて、継続的に社内業務の内部監査を実施するものとする。内部監査室は代表取

締役社長直属の組織とし、内部監査の独立性を高めるものとする。

(ニ) 法務部

　法務部を、社内業務の法令遵守（以下「コンプライアンス」という）に関する主管部門・相

談窓口とすることにより、コンプライアンスの確保を図るものとする。

（運用状況）

　当事業年度においては、取締役会を11回、監査等委員会を７回開催し、取締役の職務執行の監

督を行って参りました。また、専門的知見を有する社外取締役２名を監査等委員に選任し、監督

機能の実効性を図っております。

　内部監査室は、代表取締役社長直属の組織となっており、社内各部署の監査を実施致しまし

た。法務部においては、コンプライアンスのための相談窓口としての業務を行うとともに、主管

部門として従業員に対してコンプライアンスの啓蒙活動を実施致しました。また、これに関連す

る社内規程を整備し、運用しております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役会議事録、稟議書、その他取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程に基

づき文書又は電磁的媒体に記録し、保存するものとし、取締役及び監査等委員会は、常時これら

を閲覧できるものとする。

（運用状況）

　文書管理規程に従い、取締役会議事録、稟議書、その他取締役の職務執行に係る情報を文書及

び電磁的媒体に記録して保存しており、取締役及び監査等委員会が常時閲覧可能な状態にしてお

ります。

③ 財務報告の信頼性を確保するための体制

　適正な財務報告についての体制及びその有効性を定時又は随時に評価するための体制を整備す

るものとする。

（運用状況）

　財務及び情報開示担当責任者を指名し、正確な財務データを収集する社内プロセスを構築する

とともに、適時開示の対象となる発生事実を確認した場合は、情報開示担当責任者に通知され、

定められた協議部署と協議し、対応を決定のうえ情報開示を行っております。
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④ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　リスク管理規程を策定し、損失の危険の顕在化の低減を図るとともに、万一重大事態が発生し

た場合に備え、危機管理マニュアルを策定し、迅速に対応する体制を整備するものとする。

（運用状況）

　リスク管理規程に基づき、各部門管理者から編成されるリスク管理プロジェクトを設置し、各

部門に生じ得るリスクを抽出したリスクマップを作成し、リスク顕在化の予防、軽減等の施策を

実施しております。また、危機管理マニュアルを策定することで、問題発生時の連絡体制及び対

応の体制を整備しております。

⑤ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(イ) 月次の業務執行の状況を取締役会において報告し、業務の阻害要因がある場合には適時に改

善を行うものとする。

(ロ) ITを活用して、意思決定及び情報共有の迅速化を行うものとする。

（運用状況）

　取締役会等において、月次の業務執行の状況報告が適時適切になされ、状況に応じて適宜改善

策が検討されております。また、社内申請及び稟議承認のための電磁的なシステムを導入するこ

とで、意思決定及び情報共有の迅速化を図っております。

⑥ 当社及び子会社から成る当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

(イ) 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　関係会社管理規程に基づき、必要な事項について定期的に報告を行わせるものとする。

(ロ) 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社のリスク管理規程に準じて、損失の危険の顕在化の低減を図るとともに、万一重大事態

が発生した場合に備え、当社と協力して迅速に対応する体制を整備させるものとする。

(ハ) 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　月次の業務執行の状況を当社に報告させ、業務の阻害要因がある場合には、適時に改善を行

わせるものとする。

(ニ) 子会社の取締役等及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

　当社の取締役、監査等委員会、内部監査室、法務部が監査、調査その他の手段により関連情

報を収集、入手することにより適合性を確認するとともに、子会社に対して、予防的な手段を

含めて必要な措置を取らせるものとする。

(ホ) その他の当社及び子会社から成る当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

　当社グループ各社における地域の特殊性を考慮した独立性を尊重しつつ、当社における業務

の適正を確保するための体制に準じて、必要な措置を講じさせるものとする。

（運用状況）

　関係会社管理規程に基づき、適時適切な報告を当社に行わせることにより、当社による監督を

及ぼすことで業務の適正を図っております。

⑦ 監査等委員会の職務を補助すべき従業員に関する事項、当該従業員の取締役（監査等委員である

取締役を除く）からの独立性に関する事項及び当該従業員に対する監査等委員会の指示の実効性

の確保に関する事項

　監査等委員会がその職務を補助すべき従業員（以下「補助従業員」という）の設置を求めた場

合には、必要な数の専属の補助従業員を置くものとする。専属の補助従業員を置かない場合に

は、監査等委員会は必要に応じて内部監査室所属の従業員に監査業務の補助を命令することがで

きるものとする。

　専属か否かを問わず、監査等委員会より命令を受けた補助従業員は、その命令内容に関して、

取締役等の業務執行者の指揮命令は受けないものとする。

　専属か否かを問わず、監査等委員会より命令を受けた補助従業員は、その命令内容に関して、

監査等委員会の指揮命令に従わなければならないものとする。また、専属の補助従業員を置く場

合は、当該補助従業員の人事、給与等の待遇を決定、変更するに際しては、監査等委員会との協
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議を要するものとする。

（運用状況）

　社内規程において、監査等委員会が内部監査室所属の従業員に監査業務の補助を命じることが

できる旨を定めるとともに、取締役等の業務執行者の指揮命令に服さない旨の業務の独立性につ

いて定めております。

⑧ 当社の監査等委員会への報告に関する体制

(イ) 当社の取締役及び従業員が監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員への報

告に関する体制

　取締役及び従業員は、当社及び当社グループに著しい損害を及ぼすおそれがある事実並びに

取締役の職務の執行が法令又は定款に違反する事実があることを発見したときは、直ちに監査

等委員会に報告するものとする。

(ロ) 子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び従業員又はこれらの者から報告を受けた

者が当社の監査等委員会に報告をするための体制その他の監査等委員への報告に関する体制

　子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員及び従業員又はこれらの者から報告を受けた

者が、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれがある事実並びに子会社の取締役の職務の執

行が法令又は定款に違反する事実があることを発見したときは、これらの者は、直ちに当社の

監査等委員会に報告するものとする。

（運用状況）

　当社及び当社グループ会社に適用される行動倫理基準として、当社及び当社グループに著しい

損害を及ぼすおそれがある事実並びに取締役の職務の執行が法令又は定款に違反する事実がある

ことを発見したときは、監査等委員会に報告することとする体制を定めております。

⑨ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する

ための体制

　内部通報制度によるか否かを問わず、当社の監査等委員会への報告を行った者に対して、その

報告を理由として、本人に不利益な取扱いを行ってはならないものとする。

（運用状況）

　当社及び当社グループ会社に適用される行動倫理基準として、前号の報告をした従業員の秘匿

性をできる限り維持するとともに、当該従業員に対する報復措置や不利益な処遇を禁じておりま

す。

⑩ 当社の監査等委員の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　監査等委員又は監査等委員会が、その職務の執行のために、弁護士、公認会計士その他の社外

の専門家に対して助言を求め、調査、鑑定その他の事務を委託し、又は子会社等に出張するため

に所要の費用を請求するときは、当該請求に係る費用が監査等委員会の職務の執行に必要でない

と認められる場合を除き、当社の経費として費用を支出するものとする。

（運用状況）

　社内規程において、監査等委員会の職務の執行について生ずる費用について、当社の経費とし

て費用を支出できるよう定めております。

⑪ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査等委員会は、代表取締役社長、その他の取締役及び会計監査人と、それぞれ定期的に意見

交換会を開催するものとする。内部監査室長は、内部監査の実施状況を定期的に監査等委員会に

報告するものとし、法務部長は、コンプライアンスに係る状況を定期的に監査等委員会に報告す

るものとする。

（運用状況）

　監査等委員会は、代表取締役社長及び会計監査人と定期的に意見交換を行い、また、内部監査

室長は内部監査の実施状況を、法務部長はコンプライアンスに係る状況を、定期的に監査等委員

に報告しており、これらにより監査を実効性あるものにしております。

⑫ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び体制

(イ) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
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　社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、取引を含

む一切の関係を遮断するものとする。

(ロ) 反社会的勢力排除に向けた体制

　反社会的勢力対応部署を法務部として、取引先の審査を行うこと等により反社会的勢力との関

係の遮断に努めるとともに、反社会的勢力から接触を受けた場合には外部専門機関と連携しつつ

組織的対応を行うものとする。

（運用状況）

　反社会的勢力排除を「NEXONグループ行動倫理基準（行動準則）」に定めるとともに、反社会的

勢力対応マニュアルを策定し、反社会的勢力に対応する体制を整えております。また、新規に取

引を行う際には、当該取引の相手方が反社会的勢力に該当しないかの審査を事前に行っておりま

す。
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連 結 持 分 変 動 計 算 書

（
2019
2019

年
年

１
12

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：百万円）

親 会 社 の 所 有 者 に 帰 属 す る 持 分

非支配持分 資本合計
資本金 資本剰余金 自己株式

その他の
資 本 の
構成要素

利益剰余金 合 計

資 本 （期 首） 14,402 34,814 △1 64,068 441,985 555,268 10,209 565,477

IFRS16号適用時の修正(税控除後) － － － － △2,965 △2,965 － △2,965

会 計 方 針 の 変 更 を 反 映 し た
当 期 首 残 高

14,402 34,814 △1 64,068 439,020 552,303 10,209 562,512

当 期 利 益 － － － － 115,664 115,664 △2,428 113,236

そ の 他 の 包 括 利 益 － － － △25,978 － △25,978 △393 △26,371

当 期 包 括 利 益 合 計 － － － △25,978 115,664 89,686 △2,821 86,865

資 本 剰 余 金 か ら 利 益 剰 余 金
へ の 振 替

－ △423 － － 423 － － －

新 株 の 発 行 3,565 3,565 － － － 7,130 － 7,130

新 株 発 行 費 用 － △26 － － － △26 － △26

株 式 に 基 づ く 報 酬 取 引 － － － 352 － 352 － 352

子 会 社 取 得 に 係 る 非 支 配 持 分 － － － － － － 1,516 1,516

支配継続子会社に対する持分変動 － △2,235 － － － △2,235 2,242 7

自 己 株 式 の 取 得 － △7 △27,218 － － △27,225 － △27,225

そ の 他 の 資 本 の 構 成 要 素 か ら
利 益 剰 余 金 へ の 振 替

－ － － 69 △69 － － －

所 有 者 と の 取 引 額 合 計 3,565 874 △27,218 421 354 △22,004 3,758 △18,246

資 本 （期 末） 17,967 35,688 △27,219 38,511 555,038 619,985 11,146 631,131
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結計算書類の作成基準

　連結計算書類は、会社計算規則第120条第１項の規定により、指定国際会計基準（以下、IFRS）

に準拠して作成しております。なお、本連結計算書類は同項後段の規定により、IFRSで求められ

る開示項目の一部を省略しております。

(2) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

連結子会社の数 27社

主要な連結子会社の名称

NEXON Korea Corporation（韓国）

NEOPLE INC.（韓国）

NEXON GT Co., Ltd.（韓国）

NAT GAMES Co., Ltd.（韓国）

Nexon America Inc.（米国）

Pixelberry Studios（米国）

Lexian Software Development (Shanghai) Co., Ltd.（中国）

Embark Studios AB（スウェーデン）

(3) 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社の状況

持分法適用の関連会社数 13社

主要な持分法適用の関連会社の名称

Six Waves Inc.（香港）

(4) 連結の範囲及び持分法の適用範囲の変更に関する事項

① 連結の範囲の変更

当連結会計年度において、NEXON NETWORKS VINA COMPANY LIMITED(ベトナム)及びTDF Co.,

Ltd.(韓国)については新規設立により、Embark Studios AB(スウェーデン)については株式の追加

取得により連結子会社となったため、連結範囲に含めております。

NEXON Europe GmbH(独国)及びRushmo America,Inc.(米国)については清算結了により、株式会

社MYLOOPS(日本)については株式の売却により連結の範囲から除外しております。

また、N Media Platform Co., LTD.(韓国)を存続会社、10 Years Co., Ltd.を消滅会社とする

吸収合併を行っております。

② 持分法の適用範囲の変更

Human works Co.,LTD.(韓国)、Super Acid Inc.(韓国)及び Cocoon Games Inc.(韓国)について

は株式の売却により、Embark Studios AB(スウェーデン)については、株式の追加取得により関連

会社から連結子会社となったため、持分法の適用範囲から除外しております。
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(5) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　全ての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

　

(6) 会計方針に関する事項

① 金融資産の評価基準及び評価方法

(a)金融資産

　金融資産は、当社グループが当該金融資産の契約条項の当事者となった取引日に当初認識して

おります。

　金融資産は、次の条件がともに満たされる場合には、償却原価で測定する金融資産に分類し、

それ以外の場合には公正価値で測定する金融資産に分類しております。

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モデルに

基づいて、資産が保有されている。

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フ

ローが特定の日に生じる。

　公正価値で測定する金融資産については、純損益を通じて公正価値で測定する（FVTPL）金融

資産に分類され、純損益を通じて公正価値で測定しております。

　ただし、売買目的で保有される資本性金融商品以外の資本性金融商品であり、当社グループが

当初認識時にその他の包括利益を通じて公正価値で測定するという指定を行ったものについて

は、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する（FVTOCI）金融資産に分類され、その他の包

括利益を通じて公正価値で測定しております。この指定を行うか否かは個々の資本性金融商品ご

とに決定されており、取消不能なものとして継続的に適用しております。

　なお、IFRS第９号に関して、当社グループは以下のIFRS第１号の免除規定を採用し、IFRS移行

日時点で既に保有している資本性金融商品の分類を決定しております。

・企業は、IFRS移行日時点で存在する事実及び状況に基づき、資本性金融商品に対する投資を、

その他の包括利益を通じて公正価値で測定するものとして指定することができる。

　

（償却原価で測定する金融資産）

　償却原価で測定する金融資産は、公正価値に当該金融資産に直接帰属する取引費用を加算した

金額で当初認識しております。

　当初認識後、償却原価で測定する金融資産の帳簿価額については実効金利法を用いて算定し、

必要な場合には減損損失を控除しております。実効金利法による利息収益は純損益で認識してお

ります。

　

（FVTPLの金融資産）

　FVTPLの金融資産は、当初認識時に公正価値で認識し、取引費用は発生時に純損益で認識して

おります。当初認識後は公正価値で測定し、公正価値の変動は純損益として認識しております。

　

（FVTOCIの金融資産）

　FVTOCIの金融資産は、公正価値の取得に直接帰属する取引費用を加算した金額で当初認識して

おります。当初認識後は公正価値で測定し、公正価値の変動はその他の包括利益として認識して

おります。当該金融資産の認識を中止した場合、あるいは公正価値が著しく下落した場合にはそ

の他の包括利益を通じて認識された利得又は損失の累計額を利益剰余金に振り替えております。

　このような投資から獲得した配当は、当該配当が明らかに投資原価の回収を示していなければ

純損益として認識しております。

　当社グループは、金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場

合、又は、当該金融資産の所有に係るリスク及び便益を実質的に全て移転する取引において、金
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融資産から生じるキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利を譲渡する場合に、当該金融資産

の認識を中止しております。

　

(b) 償却原価で測定する金融資産の減損

　償却原価で測定する金融資産の予想信用損失について、損失評価引当金を計上しています。損

失評価引当金の認識にあたっては、報告期間の末日ごとに償却原価で測定する金融資産又は金融

資産グループに当初認識時点からの信用リスクの著しい増加があるかどうかを検討し予想信用損

失を認識しております。期末時点で、金融商品に係る信用リスクが当初認識以降に著しく増加し

ていない場合には、報告日後12ヶ月以内の生じ得る債務不履行事象から生じる予想信用損失（12

ヶ月の予想信用損失）を認識しております。一方、期末時点で、金融商品にかかる信用リスクが

当初認識以降に著しく増加している場合には、当該金融商品の予想存続期間にわたるすべての生

じ得る債務不履行事象から生じる予想信用損失（全期間の予想信用損失）を認識しております。

ただし、営業債権については、簡便的に過去の信用損失等に基づいて全期間の予想信用損失を認

識しております。

　予想信用損失の金額は、当社グループに支払われるべき契約上のキャッシュ・フローの総額

と、当社グループが受け取ると見積る将来キャッシュ・フローとの差額の現在価値として測定

し、損益として認識しています。

　なお、債務者の財務状況の著しい悪化、債務者による支払不履行又は延滞等の契約違反等、金

融資産が信用減損している客観的な証拠がある場合、損失評価引当金を控除後の帳簿価額の純額

に対して、実効金利法を適用し利息収益を測定しています。

　また、金融資産の全体又は一部分を回収するという合理的な予想を有していない場合は、当該

金額を金融資産の帳簿価額から直接減額しています。

　

(c) 金融商品の公正価値

　各決算日現在で活発な金融市場において取引されている金融商品の公正価値は、市場における

公表価格等を参照しております。

　活発な市場が存在しない金融商品の公正価値は、適切な評価技法（インカムアプローチ、マー

ケットアプローチ）を使用して算定しております。

　公正価値の算定方法は、「４．金融商品に関する注記」に記載しております。

　

② 有形固定資産及び無形資産（のれんを除く）の評価基準、評価方法及び減価償却又は償却の方

法

(a) 有形固定資産

（認識及び測定）

　有形固定資産については、原価モデルを採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累

計額を控除した金額で計上しております。

　取得原価には資産の取得に直接関連する費用、解体・除去及び土地の原状回復費用、及び資産

計上すべき借入費用が含まれております。

　有形固定資産の構成要素の耐用年数が構成要素ごとに異なる場合は、それぞれ別個の有形固定

資産項目として計上しております。
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（減価償却）

　減価償却費は償却可能価額をもとに算定しております。償却可能価額は、資産の取得価額から

残存価額を差し引いて算出しております。

　減価償却については、有形固定資産の各構成要素の見積耐用年数にわたり、定額法に基づいて

おります。なお、土地は償却しておりません。

　主要な有形固定資産の見積耐用年数は以下のとおりであります。

・建物及び構築物 ３～50年

・工具、器具及び備品 ３～15年

　減価償却方法、耐用年数及び残存価額は、連結会計年度末日に見直しを行い、必要に応じて改

訂しております。

　

(b) 無形資産

（企業結合により取得した無形資産）

　企業結合により取得し、のれんとは区別して認識された無形資産は、取得日の公正価値で当初

認識しております。

　当初認識後、取得価額から償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で計上しておりま

す。

　

（ソフトウェア）

　当社グループは、自社利用目的のソフトウェアを購入又は開発するための特定のコストを支出

しております。

　新しい科学的又は技術的知識の獲得のために行われる研究活動に対する支出は、発生時に費用

計上しております。開発活動による支出については、信頼性をもって測定可能であり、技術的に

実現可能であり、将来経済的便益を得られる可能性が高く、当社グループが開発を完成させ、当

該資産を使用又は販売する意図及びそのための十分な資源を有している場合にのみ、無形資産と

して資産計上しております。

　資産計上したソフトウェアに係る支出は、取得価額から償却累計額及び減損損失累計額を控除

した金額で計上しております。

　

（研究開発費）

　新規の科学的又は技術的な知識及び理解を得る目的で実施される研究活動に関する支出は、発

生時に純損益として認識しております。一定の要件を満たすことで資産化した開発費用は、取得

価額から償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で計上しております。

　

（ゲーム著作権及びその他の無形資産（個別に取得した無形資産））

　当社グループは、他社が開発したオンラインゲームの配信権を購入し、無形資産として認識し

ております。ゲーム著作権及び当社グループが取得したその他の無形資産で有限の耐用年数が付

されたものについては、取得価額から償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で計上され

ております。なお、耐用年数を確定できない無形資産はありません。

　

（償却）

　償却費は、資産の取得価額から残存価額を差し引いた金額に基づいております。無形資産の償

却は、当該資産が使用可能な状態になった日から見積耐用年数にわたり、定額法に基づいており

ます。

　主要な無形資産の見積耐用年数は以下のとおりであります。

・ゲーム著作権 ２～10年

　償却方法、耐用年数及び残存価額は、連結会計年度末日に見直しを行い、必要に応じて改訂し

ております。なお、残存価額をゼロとしております。
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（非金融資産の減損）

　棚卸資産及び繰延税金資産を除く当社グループの非金融資産の帳簿価額は、四半期ごとに減損

の兆候の有無を判断しております。減損の兆候が存在する場合は、当該資産の回収可能価額を見

積っております。のれん及び耐用年数を確定できない、又は未だ使用可能ではない無形資産につ

いては、回収可能価額を連結会計年度末日ごと及び減損の兆候を識別した時に見積っておりま

す。

　資産又は資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と売却費用控除後の公正価値のうち、いず

れか高い金額としております。使用価値の算定において、見積り将来キャッシュ・フローは、貨

幣の時間的価値及び当該資産の固有のリスクを反映した税引前の割引率を用いて現在価値に割り

引いております。資金生成単位については、継続的に使用することにより他の資産又は資産グル

ープのキャッシュ・インフローから、概ね独立したキャッシュ・インフローを生み出す最小の資

産グループとしております。

　のれんの資金生成単位については、のれんが内部報告目的で管理される単位に基づき決定し、

集約前の事業セグメントの範囲内となっております。

　全社資産は独立したキャッシュ・インフローを生み出していないため、全社資産に減損の兆候

がある場合、全社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額を算定して判断しております。

　減損損失については、資産又は資金生成単位の帳簿価額が回収可能価額を超過する場合には純

損益で認識しております。資金生成単位に関連して認識した減損損失は、まずその単位に配分さ

れたのれんの帳簿価額を減額するように配分し、次に資金生成単位内のその他の資産の帳簿価額

を比例的に減額するように配分しております。

　過去に認識した資産の減損損失については、四半期ごとに減損損失の減少又は消滅を示す兆候

の有無を判断しております。減損の戻し入れの兆候があり、回収可能価額の決定に使用した見積

りが変化した場合には、減損損失を戻し入れております。減損損失については、減損損失を認識

しなかった場合の帳簿価額から必要な減価償却費又は償却費を控除した後の帳簿価額を超えない

金額を上限として戻し入れております。なお、のれんに関連する減損損失は戻し入れておりませ

ん。

③ リース

　当社グループは、契約の締結時に契約がリースであるか又はリースを含んでいるかを判定して

おります。契約が特定された資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり対価と交換に移転す

る場合には、当該契約はリース、若しくはリースを含んでいるものとしております。契約が特定

された資産の使用を支配する権利を移転するか否かを評価するために、当社グループは以下のこ

とを検討しております。

・ 契約が特定された資産の使用を含むか

・ 当社グループが使用期間全体にわたり資産の使用からの経済的便益のほとんどすべてを得る

権利を有しているか

・ 当社グループが資産の使用を指図する権利を有しているか

当社グループは、リース要素が含まれる契約の締結時又は見直し時に、契約で合意した対価

を、各リース要素及び非リース要素の独立価格の比率に基づいて各要素に按分します。

ただし、当社グループが借手となる建物等のリースについては、非リース要素を分離せずに、

リース要素と非リース要素を単一のリース要素として会計処理することを選択しております。

当社グループは、借手が原資産を使用する権利を有する解約不能期間に、次の両方を加えた期

間をリース期間としております。

・ リースを延長するオプションの対象期間（借手が当該オプションを行使することが合理的

に確実である場合）
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・ リースを解約するオプションの対象期間（借手が当該オプションを行使しないことが合理

的に確実である場合）

(借手としてのリース)

当社グループは、リースの使用開始日に使用権資産とリース負債を認識します。

使用権資産は、取得原価で当初測定しております。この取得原価は、リース負債の当初測定額

に、開始日又はそれ以前に支払ったリース料を調整し、発生した当初直接コストと原資産の解体

及び除去、原資産又は原資産の設置された敷地の原状回復の際に生じるコストの見積りを加え、

受領済みのリース・インセンティブを控除して算定します。

当初認識後、使用権資産は、開始日から使用権資産の耐用年数の終了時又はリース期間の終了

時のいずれか早い方の日まで、定額法により減価償却します。使用権資産の見積耐用年数は、有

形固定資産と同様に決定します。さらに、使用権資産は、減損損失により減額され、対応するリ

ース負債の再測定に際して調整されます。

リース負債は、開始日時点で支払われていないリース料をリースの計算利子率を用いて割り引

いた現在価値で当初測定しております。リースの計算利子率が容易に算定できない場合には、借

手の追加借入利子率を使用しております。借手の追加借入利子率は、国債等のリスクフリーレー

トに信用リスクを加味した方法、直近の金融機関からの借入利子率を用いる方法等により算定し

ております。

リース負債の測定に含めるリース料総額は、以下で構成されます。

・ 固定リース料（実質的な固定リース料を含む）から、受け取るリース・インセンティブを

控除した額

・ 指数又はレートに基づいて算定される変動リース料(当初測定には開始日現在の指数又はレ

ートを用いる)

・ 残価保証に基づいて借手が支払うと見込まれる金額

・ 当社グループが行使することが合理的に確実である場合の購入オプションの行使価格

・ リースの解約に対するペナルティの支払額（リース期間が借手によるリース解約オプショ

ンの行使を反映している場合）

リース負債は、実効金利法による償却原価で測定しております。指数又はレートの変動により

将来のリース料が変動した場合、残価保証に基づいて支払うと見込まれる金額の見積りが変動し

た場合、又は購入、延長、解約オプションを行使するかどうかの判定が変化した場合、リース負

債は再測定されます。

リース負債を再測定する場合、対応する修正は使用権資産の帳簿価額を修正するか、使用権資

産の帳簿価額がゼロまで減額されている場合には損益として認識します。

当社グループは、連結財政状態計算書において、投資不動産の定義を満たさない使用権資産を

「使用権資産」に、リース負債を「リース負債（流動）」及び「リース負債（非流動）」にて表示

しております。

(短期リース及び少額リース)

当社グループは、リース期間が12カ月以内の短期リース及び原資産が少額である資産のリース

について、使用権資産及びリース負債を認識しないことを選択しております。

当社グループは、これらのリースに係るリース料をリース期間にわたり定額法により費用とし

て認識しております。
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(貸手としてのリース)

当社グループがリースの貸手である場合、リース契約時にそれぞれのリースをファイナンス・

リース又はオペレーティング・リースに分類しております。それぞれのリースを分類するに当た

り、当社グループは、原資産の所有に伴うリスクと経済価値が実質的にすべて移転するか否かを

総合的に評価しております。移転する場合はファイナンス・リースに、そうでない場合はオペレ

ーティング・リースに分類しております。

この評価の一環として、当社グループは、リース期間が原資産の経済的耐用年数の大部分を占

めているかなど、特定の指標を検討しております。

・ 当社グループが中間の貸手である場合、ヘッドリースとサブリースは別個に会計処理して

おります。

・ サブリースの分類は、原資産ではなくヘッドリースから生じる使用権資産を参照して判定

しております。

・ ヘッドリースが上記の免除規定を適用して会計処理する短期リースである場合、サブリー

スはオペレーティング・リースとして分類しております。

・ 契約がリース要素と非リース要素を含む場合、当社グループは、IFRS第16号を適用して契

約における対価を按分しております。

当社グループは、オペレーティング・リースによるリース料をリース期間にわたり定額法によ

り収益として認識し、「その他の収益」に含めて表示しております。

ファイナンス・リースによるリース料については、開始日において、ファイナンス・リースに

基づいて保有している資産を財政状態計算書に認識し、それらを正味リース投資未回収額に等し

い金額で債権として「営業債権及びその他の債権」及び「その他の金融資産（非流動）」に表示

しております。

開始日において、正味リース投資未回収額の測定に含められるリース料は、リース期間中に原

資産を使用する権利に対する下記の支払のうち開始日に受け取っていない金額で構成されており

ます。

・ 固定リース料（実質上の固定リース料を含む）から、支払うリース・インセンティブを控

除した金額

・ 変動リース料のうち、指数又はレートに応じて決まる金額（当初測定には、開始日現在の

指数又はレートを用いる）

・ 貸手に提供される残価保証

・ 購入オプションを借手が行使することが合理的に確実である場合の、当該オプションの行

使価格

・ リース解約に対するペナルティの支払額（リース期間が借手のリース解約オプションの行

使を反映している場合）

当社グループは、ファイナンス・リースによるリース料を当社グループの正味リース投資未回

収額に対する一定の期間リターン率を反映するパターンに基づいて、リース期間にわたり「金融

収益」として認識しております。

　

④ 重要な引当金の計上基準

　引当金は、過去の事象の結果として、当社グループが、合理的に見積り可能である法的又は推定

的債務を現在の債務として負っており、当該債務を決済するために経済的資源の流出が生じる可能

性が高い場合に認識しております。引当金は、見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間的価値及

び当該負債に特有のリスクを反映した税引前の利率を用いて現在価値に割り引いております。時の
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経過に伴う割引額の割戻しは金融費用として認識しております。

　資産除去債務については、賃借事務所・建物等に対する原状回復義務に備え、過去の原状回復実

績及び事務所等に施した内部造作の耐用年数を考慮して決定した使用見込期間等を基礎として、各

物件の状況を個別具体的に勘案して見積り、認識及び測定しております。

　

⑤ 収益の計上基準

　当社グループは、PCオンライン事業、モバイル事業、PCオンラインゲーム配信に係るコンサルテ

ィング事業及びインターネット広告事業を行っております。通常の商取引において提供されるサー

ビスの対価の公正価値から、売上関連の税金を控除した金額で収益を測定しております。

　サービスの提供に関する取引に関し、顧客との契約について下記の５ステップアプローチに基づ

き、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約の識別

ステップ２：契約における履行義務の識別

ステップ３：取引価格の算定

ステップ４：履行義務への取引価格の配分

ステップ５：履行義務の充足時（又は充足するにつれて）の収益の認識

当社グループにおいては顧客との契約獲得のための増分費用や、それに伴う回収可能であると見

込まれる部分について資産として認識されるものはありません。また、連結財政状態計算書の「繰

延収益」は、IFRS第15号における契約負債に該当するものであります。

当社グループは、顧客との契約に含まれる別個の財又はサービスを識別し、これを取引単位とし

て履行義務を識別しており、履行義務の識別にあたっては本人か代理人かの検討を行っておりま

す。収益の主要な区分におけるそれぞれの収益認識基準、収益の総額表示と純額表示に関する基準

は以下のとおりであります。

(Ａ) 収益の主要な区分ごとの収益認識基準

　当社グループは、(a)PCオンライン事業及びモバイル事業におけるアイテム等の販売に係る売

上収益(ゲーム課金による収益)、(b)当社グループが開発し製品化したPCオンラインゲームの配

信権を供与することによるロイヤリティ収益、(c)PCオンラインゲーム配信にかかるコンサルテ

ィング事業及びゲーム内広告事業に係る収益を主な収益としております。

(a) PCオンライン事業及びモバイル事業におけるアイテム等の販売に係る売上収益(ゲーム課

金による収益)

　PCオンライン事業では、当社グループ又は他社が開発したPCオンラインゲームの配信を行

っております。当社グループのPCオンラインゲームでは、基本的なゲームの利用料は無料で

すが、これに必要なアイテムの購入や特定のサービスを利用する際に課金する方式をとって

おります。PCオンラインゲームにおいてはゲーム・ポイントと交換して取得したゲーム・ア

イテムの利用期間を見積り、当該見積利用期間にわたって売上収益を認識しております。

　モバイル事業では、スマートフォン、タブレット等の端末を通じて、当社グループ又は他

社が開発したモバイルゲームの配信を行っております。モバイルゲームにおいては、基本的

なゲームの利用料は無料ですが、これに必要なアイテムの購入や特定のサービスを利用する

際に課金する方式をとっております。モバイルゲームにおいてはゲーム・ポイントと交換し

て取得したゲーム・アイテムの利用期間を見積り、当該見積利用期間にわたって売上収益を

認識しております。

　なお、PCオンライン事業及びモバイル事業は大部分を本人としてサービスを提供しており

ますが、一部のサービスにつきましては代理人としてサービスを提供しております。
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(b) 当社グループが開発し製品化したPCオンラインゲームの配信権を供与することによるロイ

ヤリティ収益

　当社グループは、当社グループが開発し、製品化したPCオンラインゲームの著作権者とし

て、グループ外の配信会社とライセンス契約を締結し、その配信権を供与します。

　配信権を第三者に供与することによって発生するロイヤリティ収益は、取引に関連する経

済的便益が当社グループに流入する可能性が高く、かつ収益の金額を信頼性をもって測定で

きるときに、関連するロイヤリティ契約の契約期間にわたり履行義務が充足されるものと認

識しております。

　なお、ライセンス契約による配信権の供与は、本人として取引を行っております。

(c) PCオンラインゲーム配信にかかるコンサルティング事業及びゲーム内広告事業に係る収益

　コンサルティング事業は、子会社が中国国内の配信会社に対して、ビリングシステム及び

会員システムの構築及び管理業務、事業戦略、ゲーム運営、マーケティングに係るコンサル

ティングサービスを提供しており、サービスの提供に関する取引の進捗度に応じて収益を認

識しております。コンサルティング事業は本人としてサービスを提供しております。

　ゲーム内広告事業は、ユーザーがゲームの中で広告機能が付加された機能性アイテムを使

用することにより、広告をユーザーに直接露出しており、広告実施期間にわたって売上収益

を認識しております。ゲーム内広告事業につきましては契約毎に本人か代理人かの判断をし

ております。

(Ｂ) 履行義務の充足時（又は充足するにつれて）の収益の認識

　履行義務の充足に関しては、サービスを顧客に移転することによって当社グループが履行義務

を充足したときに、又は充足するにつれて、収益を認識しております。

　PCオンライン事業、モバイル事業、PCオンラインゲーム配信にかかるコンサルティング事業及

びインターネット広告事業は、それぞれ一定の期間にわたり履行義務が充足されるものと認識し

ております。なお、セグメント情報においては、PCオンラインゲーム配信にかかるコンサルティ

ング事業における収益はPCオンラインに、インターネット広告事業における収益はその他に含ま

れております。

(a) 一時点で充足される履行義務

　顧客への引渡時において支配が移転するため、一時点において収益を認識しております。

(b) 一定の期間にわたり充足される履行義務

　次の要件のいずれかに該当する場合は、サービスに対する支配を一定の期間にわたり移転

するため、一定の期間にわたり履行義務を充足し収益を認識しております。

（ⅰ）顧客が、当社グループの履行によって提供される便益を、当社グループが履行するに

つれて同時に受け取って消費する。

（ⅱ）当社グループの履行が、資産（例えば仕掛品）を創出するか又は増価させ、顧客が当

該資産の創出又は増価につれてそれを支配する。

（ⅲ）当社グループの履行が、当社グループが他に転用できる資産を創出せず、かつ、当社

グループが現在までに完了した履行に対する支払を受ける強制可能な権利を有してい

る。

　ゲーム課金の収益に対する履行義務は、ゲーム毎に販売アイテムのサービス期間（履行義務期

間）を見積り認識しております。履行義務の充足期間は、見積られたサービス期間と同一の期間

とし、販売アイテムの仕様に応じ消耗性・期間性・永久性の３種類に分類し算出しております。

　また、履行義務が永久に継続する永久性アイテムに関しましては、ユーザーのサービス利用期

間を加重平均して算出する方法を採用しております。
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　ロイヤリティ収益は、当社グループが保有する著作権等の契約期間をもって履行義務の充足期

間として収益を認識しております。

(Ｃ) 収益の総額表示と純額表示

　当社グループでは、通常の商取引において、仲介業者又は代理人としての機能を果たす場合が

あります。このような取引における収益を報告するにあたり、収益を顧客から受け取る対価の総

額で表示するか、又は顧客から受け取る対価の総額から第三者に対する手数料その他の支払額を

差し引いた純額で表示するかを判断しております。ただし、総額又は純額、いずれの方法で表示

した場合でも、純損益に影響はありません。

　収益を総額表示とするか純額表示とするかの判定に際しては、その取引における履行義務の性

質が、特定された財又はサービスを自ら提供する履行義務(すなわち、「本人」)に該当するか、

それらの財又はサービスが当該他の当事者によって提供されるように手配する履行義務(すなわ

ち、「代理人」)に該当するかを基準としております。当社グループが「本人」に該当する取引で

ある場合には、履行義務を充足する時点で、又は充足するにつれて収益を総額で認識しておりま

す。当社グループが「代理人」に該当する取引である場合には、履行義務を充足する時点で、又

は充足するにつれて、特定された財又はサービスが当該他の当事者によって提供されるように手

配することと交換に権利を得ると見込んでいる報酬又は手数料の金額にて収益を純額で認識して

おります。本人か代理人かの判定に際しては、物品の販売及びサービスの提供に係る重要なリス

ク及び便益のエクスポージャーについて、取引条件等を個別に評価しております。

　なお、特定された財又はサービスを当該財又はサービスが顧客に移転される前に支配している

場合におきましては、「本人」に該当いたします。

　ある取引において当社グループが本人に該当し、その結果、当該取引に係る収益を総額で表示

するための判断要素として、次の指標を考慮しております。

(a) サービスを顧客へ提供する、又は注文を履行する第一義的な責任を有している。

(b) 直接又は間接的に価格決定に関する裁量権を有している。

(c) 顧客に対する債権に係る顧客の信用リスクを負っている。

　

⑥ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

(a) 機能通貨及び表示通貨

　当社グループの各企業がそれぞれの財務諸表を作成する際に、その企業の機能通貨以外の通貨

での取引は、取引日における為替レートで各企業の機能通貨に換算しております。当社グループ

の連結計算書類は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としております。

　

(b) 外貨建項目の換算

　外貨建貨幣性資産及び負債は、期末日の為替レートで機能通貨に再換算しております。公正価

値で測定されている外貨建非貨幣性資産及び負債は、当該公正価値の算定日における為替レート

で機能通貨に再換算しております。再換算によって発生した為替差額は、純損益として認識して

おります。ただし、公正価値で測定しその変動をその他の包括利益として認識する金融商品の再

換算により発生した差額、キャッシュ・フロー・ヘッジから生じる換算差額については、その他

の包括利益として認識しております。取得原価により測定されている外貨建非貨幣性項目は、取

引日の為替レートを使用して換算しております。

　

(c) 在外営業活動体

　機能通貨が表示通貨と異なるグループ企業（主に在外営業活動体）の資産及び負債は、その在

外営業活動体の取得により発生したのれん、識別した資産及び負債並びにその公正価値の調整を

含め、期末日の為替レートで表示通貨に換算しております。在外営業活動体の収益及び費用は、

その期間中の為替レートが著しく変動していない限り、期中平均為替レートで表示通貨に換算し

ております。
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　在外営業活動体の財務諸表の換算から生じる為替換算差額は、その他の包括利益で認識してお

ります。在外営業活動体の持分全体の処分、及び支配又は重要な影響力の喪失を伴う持分の一部

処分につき、当該換算差額は、処分損益の一部として純損益に振り替えております。

　

⑦ のれんに関する事項

　当社グループはのれんを、取得日時点で測定した譲渡対価の公正価値と被取得企業に対する非支

配持分の金額の合計から、取得日時点における識別可能な取得資産及び引受負債の純認識額を控除

した額として測定しております。この差額が負の金額である場合には、純損益に認識しておりま

す。

　当社グループは、非支配持分を公正価値で測定するか、又は識別可能な純資産の認識金額の比例

持分で測定するかを、取得日に個々の取引ごとに選択しております。

　当初認識後、のれんは、取得価額から減損損失累計額を控除して測定しております。持分法で会

計処理している被投資企業については、のれんの帳簿価額を投資の帳簿価額に含めております。

　

⑧ 重要なヘッジ会計の方法

　当社グループのデリバティブ取引の執行・管理については、デリバティブ取引管理規程に従って

行っており、当社の経理財務部が決裁担当者の承認を得て実行しております。また、デリバティブ

の利用に当たっては信用リスクを軽減するために格付けの高い金融機関のみと取引を行っておりま

す。

　当社グループは、ヘッジ開始時に、ヘッジ会計を適用しようとするヘッジ関係並びにヘッジを実

施するに当たってのリスク管理目的及び戦略について、公式に指定及び文書化を行っております。

当該文書は、具体的なヘッジ手段、ヘッジの対象となる項目又は取引、ヘッジされるリスクの性質

及びヘッジ関係の有効性の評価方法等を含んでおります。

　また、ヘッジ開始時及びその後も継続的に、ヘッジ取引に利用したデリバティブがヘッジ対象の

キャッシュ・フローの変動を相殺するために極めて有効であるかどうかについて評価を実施してお

ります。

　デリバティブは契約を締結した日の公正価値で当初認識しております。当初認識後は公正価値で

測定し、公正価値の変動のうちヘッジ有効部分はその他の包括利益で認識し、ヘッジ非有効部分は

直ちに純損益で認識しております。その他の包括利益を通じて認識された利得又は損失の累計額は

ヘッジ対象のキャッシュ・フローが純損益に影響を与えるのと同じ期に、連結包括利益計算書にお

いてその他の包括利益から控除し、純損益に振り替えております。

　ヘッジがヘッジ会計の要件を満たさない場合、ヘッジ手段が失効、売却、終了又は行使された場

合、あるいはヘッジ指定が取り消された場合には、ヘッジ会計の適用を将来に向けて中止しており

ます。ヘッジ会計を中止した場合、当社グループは、既にその他の包括利益で認識したキャッシ

ュ・フロー・ヘッジの残高を、予定取引が当期利益に影響を与えるまで引き続き計上しておりま

す。予定取引の発生が予想されなくなった場合は、キャッシュ・フロー・ヘッジの残高は、即時に

純損益で認識しております。

　

⑨ その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

(7) 会計方針の変更

(ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更)

当社グループは、当連結会計年度より以下の基準を適用しております。これらについては、

IFRS第16号以外の基準書の適用が当連結会計年度の連結計算書類に与える重要な影響はありませ

ん。当社グループがIFRS第16号を適用したことによる適用後の会計方針に関しましては、(６)会

計方針に関する事項に詳細を記載しております。
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基準書 基準書名 新設・改訂の概要

IFRS第３号 企業結合 共同支配事業である事業に対する支配を獲得した場合、共同支
配事業に対して従来保有していた持分を再測定することを明確
化

IFRS第９号 金融商品 負の補償を伴う期限前に償還可能な金融資産を一定の場合に
「償却原価」又は「その他の包括利益を通じた公正価値測定」
を認めることを規定

IFRS第11号 共同支配の取決め 事業に対する共同支配を獲得した場合、共同支配事業に対して
従来保有していた持分を再測定しないことを明確化

IFRS第16号 リース リース契約に関する会計処理を改訂

IAS第12号 法人所得税 配当金の支払に係るすべての法人所得税への影響を同じ方法で
会計処理することを明確化

IAS第19号 従業員給付 確定給付制度の変更が生じた場合、確定給付制度の変更後の残
りの報告期間における当期勤務費用及び利息純額の算定方法を
明確化

IAS第28号 関連会社及び共同支配企業に
対する投資

関連会社等に対する長期持分についてIFRS 第９号の適用によ
り持分法が適用されない場合の取扱いを明確化

IAS第23号 借入コスト 適格資産を開発するために行った借入を、当該資産について意
図された使用又は販売の準備ができた時点で、一般目的の借入
の一部として扱うことを明確化

IFRIC第23号 法人所得税務処理に関する不
確実性

IAS第12号「法人所得税」を補完するもので、法人所得税の会
計処理において不確実性をどう反映させるかを明確化

当社グループのIFRS第16号の適用に伴う影響は次のとおりです。なお、当該会計方針の変更が

１株当たり当期利益に与える影響に重要性はありません。

当社グループは、IFRS第16号の経過措置に従い、過去の各報告期間の遡及修正は行わず、適用

開始の累積的影響額を適用開始日(2019年１月１日)に認識しております。

また、当社グループは、実務上の便法として、契約がリース又はリースを含んだものであるか

どうかを適用開始日現在で見直しておりません。これにより、2019年１月１日より前に締結し、

IAS第17号「リース」(以下「IAS第17号」という。) 及びIFRIC解釈指針第４号「契約にリースが

含まれているか否かの判断」に基づきリースとして識別された全ての契約にIFRS第16号を適用し

ております。

IFRS第16号への移行により、2,499百万円の使用権資産と6,254百万円のリース負債を追加的に

認識し、その差額3,755百万円を、適用開始日の利益剰余金2,965百万円及びリース債権790百万

円として認識しております。IFRS第16号適用開始日に認識したリース負債に適用している借手の

追加借入利子率の加重平均は2.1％です。

前連結会計年度末現在でIAS第17号を適用して開示した解約不能オペレーティング・リース約

定について適用開始日現在の追加借入利子率で割り引いた額と適用開始日現在の連結財政状態計

算書に認識したリース負債の額との間の調整は、次のとおりです。
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(単位：百万円)

前連結会計年度末(2018年12月31日)現在でIAS第17号を適用して開示した解約不能オペレーテ
ィング・リース約定について適用開始日(2019年１月１日）現在の追加借入利子率で割り引い
た額

2,966

(a)前連結会計年度末(2018年12月31日)現在で認識したファイナンス・リース債務 103

(b)延長オプション及び解約オプションについての異なる取扱いから生じた調整 4,299

(c)リース開始前の契約に係る調整額 △1,008

(d)費用として定額法で認識される少額資産のリース △3

適用開始日(2019年１月１日)現在の連結財政状態計算書に認識したリース負債の額 6,357

過去にIAS第17号のもとでオペレーティング・リースに分類していたリースにIFRS第16号を適

用する際に、以下の実務上の便法を使用しております。

・ 特性が合理的に類似したリースのポートフォリオに単一の割引率を適用すること

・ 短期リース、原資産が少額であるリースに係る認識の免除を行うこと

・ 当初直接コストを適用開始日現在の使用権資産の測定から除外すること

・ 契約にリースを延長又は解約するオプションが含まれている場合にリース期間を算定する

際などに、事後的判断を使用すること

IAS第17号を適用してファイナンス・リースに分類されていたリースについて、適用開始日現

在の使用権資産及びリース負債の帳簿価額は、IAS第17号を適用して測定した同日直前における

リース資産及びリース負債の帳簿価額としております。
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２．連結財政状態計算書に関する注記

(1) 担保に供されている資産

その他の金融資産（流動）

定期預金 2,952百万円

その他の金融資産（非流動）

定期預金 533百万円

計 3,485百万円

(2) 担保に係る債務

借入金（流動）

短期借入金 2,223百万円

　

(3) 資産から直接控除された貸倒引当金

営業債権及びその他の債権 1,066百万円

その他の金融資産（流動） 1,248百万円

その他の金融資産（非流動） 1,228百万円

　

(4) 有形固定資産に係る減価償却累計額 14,019百万円

　上記減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額699百万円が含まれております。

　

(5) 保証債務等

該当事項はありません。
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３．連結持分変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項
　

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 894,278,664株 7,251,896株 －株 901,530,560株

(注) 普通株式の発行済株式数の増加は、新株予約権の行使による増加5,852,000株及びEmbark Studios ABの企業結合

による取得対価の一部として第三者割当増資により発行した1,399,896株の増加であります。

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項
　

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数
当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 290株 19,108,731株 －株 19,109,021株

(注) 普通株式の自己株式数の増加は、自社株買付けによる増加19,108,700株及び単元未満株式の買取請求による増加

31株であります。

　

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

該当事項はありません。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決 議 予 定 株 式 の 種 類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基 準 日 効 力 発 生 日 配 当 の 原 資

2020年２月20日
取締役会

普通株式 2,206 2.5
2019年
12月31日

2020年
３月26日

利益剰余金

　

(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
　

目 的 と な る
株 式 の 種 類

目 的 と な る
株 式 の 数

2014年ストック・オプション（第７回）
としての新株予約権

普 通 株 式 1,484,000株

2016年ストック・オプション（第12-１回）
としての新株予約権

普 通 株 式 4,846,000株

2016年ストック・オプション（第12-２回）
としての新株予約権

普 通 株 式 8,000株

2017年ストック・オプション（第13-１回）
としての新株予約権

普 通 株 式 1,050,000株

2017年ストック・オプション（第13-２回）
としての新株予約権

普 通 株 式 6,650,000株

2018年ストック・オプション（第13-３回）
としての新株予約権

普 通 株 式 134,000株

2018年ストック・オプション（第14回）
としての新株予約権

普 通 株 式 2,000株

2018年ストック・オプション（第15-１回）
としての新株予約権

普 通 株 式 98,000株

2018年ストック・オプション（第15-２回）
としての新株予約権

普 通 株 式 100,000株

(注) 新株予約権の権利行使期間の初日が到来していないもの及び権利が確定していないものを除いております。
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４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、事業計画に基づき必要な運転資金、投資資金を調達しております。資金調達に

ついては主に金融機関からの借入によっております。余剰資金は短期的な預金及び有価証券にて運

用を行っております。なお、デリバティブ取引につきましては、主に金利変動リスク及び為替変動

リスクを回避する目的でのみ利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権及びその他の債権は取引先等の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、当社及び連結子会社がそれぞれの債権管理規程に従い、定期的に信用調査を実施して信用情報

を把握するとともに、取引先ごとの期日及び残高を管理し、財務状態等の悪化による回収懸念の早

期把握や軽減を図っております。

　その他の金融資産のうち有価証券は、主に事業推進目的で保有する事業会社の株式、投資事業組

合出資金及び非上場債券であります。これらは、発行事業体の信用リスク、市場価格変動リスク及

び為替変動リスクに晒されております。当該リスクに関しては、定期的に時価や発行体事業の財務

内容を把握することにより管理しております。

　仕入債務及びその他の債務は、全て１年以内の支払期日となっております。

　借入金は、主に金融機関からの運転資金の調達であります。借入金のうち変動金利のものは金利

変動リスクに、外貨建てのものは為替変動リスクにそれぞれ晒されております。

　

(3) 金融商品の公正価値に関する事項についての補足説明

　金融商品の公正価値の見積りにおいて、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に

は、将来キャッシュ・フローを割り引く方法等により見積っております。当該価額の算定において

は変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動する

ことがあります。

　

(4) 金融商品の公正価値に関する事項

　2019年12月31日における連結財政状態計算書計上額及び公正価値については、次のとおりであり

ます。
　

連結財政状態
計算書計上額
（百万円）

公正価値
（百万円）

現金及び現金同等物 253,636 253,636

営業債権及びその他の債権 28,643 28,643

その他の預金 257,331 257,331

その他の金融資産（流動） 8,418 8,418

その他の金融資産（非流動） 47,256 47,256

資 産 計 595,284 595,284

仕入債務及びその他の債務 7,753 7,753

借入金（流動） 2,223 2,223

その他の金融負債（非流動） 826 826

負 債 計 10,802 10,802

(注) 金融商品の公正価値の算定方法
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現金及び現金同等物、その他の預金、仕入債務及びその他の債務

　満期又は決済までの期間が短期であるため、公正価値は帳簿価額と近似していることから、帳簿

価額を公正価値とみなしております。

　

営業債権及びその他の債権

　債権の種類ごとに分類し、一定の期間ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適

切な指標に信用リスクを加味した利率で割り引く方法により、公正価値を見積っております。な

お、短期間で決済される営業債権及びその他の債権については、公正価値は帳簿価額と近似してい

ることから、帳簿価額を公正価値とみなしております。

　

その他の金融資産（流動）

　市場性のある有価証券につきましては、純損益を通じて公正価値で測定する（FVTPL）金融資産

に分類し、報告期間末に公正価値で測定しております。公正価値は市場価格によっております。

　その他、当該科目に表示したものについては満期又は決済までの期間が短期であるため、公正価

値は帳簿価額と近似していることから、帳簿価額を公正価値とみなしております。

　

その他の金融資産（非流動）

　市場性のある有価証券のうち株式につきましては、その他の包括利益を通じて公正価値で測定す

る（FVTOCI）金融資産に分類し、報告期間末に公正価値で測定しております。公正価値は市場価格

によっております。

　非上場株式のうち、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しているもの

は、報告期間末に公正価値で測定しております。公正価値は主に将来キャッシュ・フローを割り引

く方法により見積っております。

　上記以外の有価証券につきましては、純損益を通じて公正価値で測定する（FVTPL）金融資産に

分類し、報告期間末に公正価値で測定しております。公正価値は市場価格によっております。

　その他、当該科目に表示したものについては、主に将来キャッシュ・フローを割り引く方法によ

り公正価値を算定しております。

　

借入金（流動）

　変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映しており、また、グループ企業の信用状態に借

入後大きな変動はないと考えられることから、帳簿価額を公正価値とみなしております。固定金利

による借入金は、元利金の合計額を当該借入金の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引

く方法により、公正価値を見積っております。なお、短期間で決済される借入金については、公正

価値は帳簿価額と近似していることから、帳簿価額を公正価値とみなしております。

その他の金融負債（非流動）

　その他の金融負債（非流動）につきましては、主に純損益を通じて公正価値で測定する（FVTPL）

金融負債に分類し、報告期間末に公正価値で測定しております。
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５．賃貸等不動産に関する注記

　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり親会社所有者帰属持分 702円59銭

(2) 基本的１株当たり当期利益 129円34銭

(3) 希薄化後１株当たり当期利益 128円03銭

７．重要な後発事象に関する注記

　当社は、2020年２月13日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式の消

却を行うことについて決議いたしました。

(1) 自己株式の消却を行う理由

資本効率の向上及び株主への利益還元のため

(2) 消却に係る事項の内容

① 消却の方法 その他資本剰余金から減額

② 消却する株式の種類 当社普通株式

③ 消却する株式の数 20,971,021株（消却前の発行済株式総数に対する割合 2.3％）

④ 消却予定日 2020年２月28日

８．その他の注記

　当連結会計年度において、のれん及び無形資産について減損テストを実施した結果、当初想定して

いた収益性が見込めなくなったため、減損損失を認識しております。当該減損損失は、連結損益計算

書の「その他の費用」に含まれております。

　なお、減損損失の主な内訳は以下のとおりであります。
　

種 類
報告

セグメント
会 社

減損損失
（百万円）

のれん
北米 Pixelberry Studios 4,494

韓国 BOOLEAN GAMES 1,478

ゲーム著作権 北米 Pixelberry Studios 3,985

　なお、関連会社に対する投資のうち一部の会社に対する投資について、回収可能価額が帳簿価額を

下回ったため、1,322百万円の減損損失を認識し、連結損益計算書において「金融費用」に含めて表

示しております。
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株主資本等変動計算書

（
2019
2019

年
年

１
12

月
月

１
31

日から
日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

2019 年 １ 月 １ 日 期 首 残 高 14,199 13,449 23,397 36,846 217 △423 △206

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 3,558 3,558 － 3,558 － － －

当 期 純 利 益 － － － － － 22,397 22,397

資本剰余金から利益剰余金への振替 － － △423 △423 － 423 423

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － －

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

－ － － － － － －

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 3,558 3,558 △423 3,135 － 22,820 22,820

2019 年 12 月 31 日 期 末 残 高 17,757 17,007 22,974 39,981 217 22,397 22,614

株 主 資 本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式

株主資本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

2019 年 １ 月 １ 日 期 首 残 高 △1 50,838 △21 △21 6,510 57,327

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新 株 の 発 行 － 7,116 － － － 7,116

当 期 純 利 益 － 22,397 － － － 22,397

資本剰余金から利益剰余金への振替 － － － － － －

自 己 株 式 の 取 得 △27,218 △27,218 － － － △27,218

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

－ － △7 △7 989 982

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △27,218 2,295 △7 △7 989 3,277

2019 年 12 月 31 日 期 末 残 高 △27,219 53,133 △28 △28 7,499 60,604
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個別注記表

　

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの：当事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの：移動平均法による原価法

　

(2) デリバティブ等の評価基準及び評価方法

時価法

　

(3) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物附属設備 10～15年

工具、器具及び備品 ４～５年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエア

社内における見込み利用可能期間（５年）に基づく定額法

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　

(4) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

② 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上

しております。

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき当

事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

　

(5) 収益の計上基準

PCオンラインゲーム事業において、ゲーム・ユーザーがゲーム・ポイントと交換取得したゲー

ム・アイテムの利用期間を見積り、当該利用期間に亘って収益を認識する方法（サービス提供期

間基準）により売上を計上しております。
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(6) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、当事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

　

(7) 重要なヘッジ会計の方針

当社の内規である「デリバティブ取引管理規程」に基づき、金利変動リスク、為替変動リスクを

ヘッジしております。

　

(8) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　

２．貸借対照表に関する注記

(1) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

　短期金銭債権 496百万円

　長期金銭債権 334百万円

　短期金銭債務 557百万円

　

　(2) 保証債務

子会社が締結した賃貸借契約３件について、賃借人としての賃料の支払いに対して連帯保証を行

っております。

　賃貸借契約連帯保証 1,871百万円

　

３．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

　営業取引

　 売上高 1,163百万円

　 仕入高 1,486百万円

　営業取引以外の取引高 32,079百万円

(2) 関係会社貸倒引当金戻入額

関係会社貸倒引当金戻入額の内訳は以下のとおりとなっております。

　株式会社gloops 1,089百万円

　その他 15百万円

(3) 関係会社貸倒引当金繰入額

関係会社貸倒引当金繰入額の内訳は以下のとおりとなっております。

　Nexon America Inc. 3,980百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数

（単位：株）
　

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度期末

普通株式 290 19,108,731 － 19,109,021

（注）普通株式の自己株式数の増加は、自社株買付けによる増加19,108,700株及び単元未満株式の買取請求によ

る増加31株であります。
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５．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び負債の発生原因別の主な内訳

繰延税金資産

繰越欠損金 4,972百万円

関係会社株式評価損 13,541百万円

前受収益 207百万円

新株予約権 379百万円

減損損失 62百万円

投資有価証券評価損 530百万円

貸倒引当金 11,039百万円

その他 864百万円

繰延税金資産小計 31,594百万円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △4,972百万円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △26,622百万円

評価性引当額小計 △31,594百万円

繰延税金資産合計 －百万円

　

繰延税金負債

繰延税金負債合計 －百万円

繰延税金資産(負債）の純額 －百万円

　

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差

異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.62%

　（調整）

　交際費等永久に損金に算入されない項目 3.50%

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △36.87%

　評価性引当金 2.75%

　外国税額 6.34%

　住民税均等割 0.02%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 6.36%
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６．関連当事者との取引に関する注記

(1) 子会社及び関連会社

種類 会社等の名称
議決権等の
所有(被所
有)割合

関連当事者
との関係

取引内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社
NEXON Korea
Corporation

所有
直接 100％

開発ゲームのパ
ブリッシング許
諾
役員の兼任

仕入（注1）
売上（注2）
業務外注代行
（注3）

配当の受取

740
1,102
1,717

30,313

買掛金
売掛金
未収入金

139
302
191

子会社
Nexon America
Inc.

所有
直接 100％

役員の兼任
債務保証

資金の貸付
（注4）

4,106
関係会社
長期貸付金
（注5）

24,952

子会社 NEXON M Inc.
所有
直接 100％

役員の兼任
債務保証

－ －
関係会社
長期貸付金
（注5）

9,084

子会社 株式会社gloops
所有
直接 100％

役員の兼任 －
－

関係会社
短期貸付金
関係会社
長期貸付金
（注5）

1,089

1,581

　

(2) 役員及び個人主要株主等

種類
会社等の名称
又は氏名

議決権等の
所有(被所
有) 割合

関連当事者
との関係

取引内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員
朴 智援
（注7）

0.00％ 取締役
ストック・
オプション
行使(注6)

121 － －

役員
パトリック･ソ
ダーランド

0.13％ 取締役
関係会社
株式の取得

10,267 － －

役員 国谷 史朗 0.00％ 社外取締役
ストック・
オプション
行使(注6)

12 － －

　

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注1) 仕入については、ロイヤリティに係るものであり、PCオンラインゲーム市場及びモバイルゲー

ム市場における一般的な取引条件を勘案して決定しております。

(注2) 売上については、NEXON Korea Corporationが日本地域で配信するモバイルゲームに対するロー

カライズサービスに係るものであり、モバイルゲーム市場における一般的な取引条件を勘案し

て決定しております。

(注3) 業務外注代行の取引金額は、年間立替総額を記載しております。

(注4) 貸付金については、市場金利を勘案のうえ日本における資金調達コストに基づいて、取引条件

を設定しております。

(注5) 上記子会社に対する貸付金及び未収利息に対して、当事業年度において3,980百万円の貸倒引当

金繰入額及び35,951百万円の貸倒引当金を計上しております。

(注6) 2013年ストック・オプション、2014年ストック・オプション及び2018年ストック・オプション

としての新株予約権の当事業年度における権利行使を記載しております。

(注7) 当社取締役朴智援については、2019年9月20日付で辞任したことにより、関連当事者に該当しな

くなっております。このため、取引金額には関連当事者であった期間の金額、期末残高には関

連当事者ではなくなった時点の残高を記載しております。

７．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 60円18銭

１株当たり当期純利益 25円04銭
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８．重要な後発事象に関する注記

(1) 自己株式の消却

　当社は、2020年２月13日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式の

消却を行うことについて決議いたしました。

　詳細につきましては、連結注記表「７．重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載して

おりますのでご参照ください。

(2) 連結子会社からの剰余金の配当

　当社の連結子会社であるNEXON Korea Corporationは、2020年２月13日開催の取締役会において、

同年３月27日に開催を予定しております株主総会にて、剰余金の配当を決議事項とすることを決定

いたしました。この決定を受け、当社でも2020年２月13日開催の取締役会において、NEXON Korea

Corporationの剰余金の配当に係る決定につき、承認を行う内容の決議を行っております。NEXON

Korea Corporationは当社の100%子会社であるため、2020年３月27日開催の株主総会において、当

該事項は決議される予定となっております。

　これにより、当社は、2020年12月期の個別決算において、下記受取配当金を営業外収益に計上い

たします。

　 配当金の概要

　配当金額 15,325百万円

　 株主総会決議予定日 2020年３月27日
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